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戸建住宅地

一般住宅も見られる
農家住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北85 175 100 50 戸建住宅地

-

都計外
土砂災害警戒区域

コロナウィルスの感染拡大による防疫措置の強化を受け、内需が
悪化。４月以降も力強さを欠く状況が見込まれる。

山間過疎地帯にある農家集落地域の一つ。村内全体に住民の高齢
化と地域全般の過疎化が進行中。

個別的要因に変動はない。

　近隣地域は山間過疎地域である農家集落地域の一つ。土地取引自体が少なく、賃貸物件も殆ど見られない。この為、地価
水準の形成にも、近傍周辺などの取引価格が取引当事者の価格形成に大きな影響を与えており、比準価格は「実証性」に富
むと共に、取引の際の有力な価格指標として信頼性は高い。従って、本件では、比準価格を中心に、前年価格からの推移な
どにも留意し、鑑定評価額を上記価格に決定した。
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住宅
Ｗ１

　山間地域にある農家集落地域の一つ。村内全域で、「高齢化」や「過疎化」が進行しており、近隣地域も同様の状況が続
く。この為、取引は少なく、不動産自体の取引も少なく、地価は下落基調が続く。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況
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[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 28日 正常価格

令和 3年 7月 10日令和 3年 7月 1日

422,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 3,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　需給圏は村内の他隣接する加茂郡白川町や中津川市加子母地区など山間地内にある農家集落地域全般。需要者は当該地域
に地縁関係を有する個人が中心と目されるが、当村は県内でも人口減少が鮮明な自治体の一つで、土地の需要も弱く、土地
取引が少ない状況が続いている。この為、需要の中心となる価格帯を把握するのは困難であるが、概ね土地３００㎡前後で、
総額１００万円前後と考えられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

東白川（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

東白川（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定　北川事務所

田中　雅之


